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事前評価表（開発計画調査型技術協力） 

作成日：2016 年 9 月 21 日  

担当部署：農村開発部農業・農村開発第二グループ 

第四チーム 

１．案件名 

国 名：パラグアイ共和国 

案件名：(和名)ヤシレタダム湖隣接地域総合開発調査プロジェクト 

（英名）The Project for Study on Integrated Development of the Adjacent Zones 
to the Yacyreta Dam Reservoir 

（西名）Proyecto de Estudio de Desarrollo Integral de las Zonas Adyacentes al 
Embalse de la Represa de Yacyretá 

２．協力概要 
（１） 事業の目的 

本事業は、ヤシレタダム湖隣接地域において、官民連携の下、ヤシレタダム湖の水資源を
活用した総合的な農業開発計画を作成することにより、同地域のコメを中心とした農産物の
生産拡大と雇用創出ならびに貧困削減に寄与する。 

（２） 調査期間 2017 年 2 月～2019 年 2 月を予定（計 24 カ月） 

（３） 総調査費用 4.1 億円 

（４） 協力相手先機関 
・相手側責任機関：農牧省（The Ministry of Agriculture and Livestock: MAG） 
・相手側実施機関：農牧省（The Ministry of Agriculture and Livestock: MAG） 

  公共事業通信省（The Ministry of Public Works and Communication: 
MOPC） 

環境庁（The Secretary of Environment: SEAM） 
イタプア県庁（The Departmental Government of Itapua） 
ミシオネス県庁（The Departmental Government of Misiones） 

（５） 計画の対象（対象分野、対象規模等） 
対象分野：灌漑農業総合開発 
対象地域：灌漑面積約 5.5 万 ha を想定 
裨益者 ：農業・灌漑開発に関わる政府職員、灌漑スキームを利用する農民 

３．協力の必要性・位置付け 
（１）現状及び問題点 
１）パラグアイにおける農業セクター及び灌漑サブセクターの概要 

パラグアイ共和国(以下、「パラグアイ」という。)の農牧業は、国内総生産の約 3 割、
輸出総額の約 4割1を占め、就労人口の約 3割が従事しているなど基幹産業となっている。 
一方、パラグアイの農村部における貧困率は、都市部の 17.0%に比べ 33.8%2と高く、特

に、全農家数の 86%3を占める所有面積 20ha 未満の小農の生計向上に向けて、農業の生産
性向上及び、加工・流通・販売の拡大も含めた農村地域の雇用を創出することが重要であ
るとされている。 
とりわけ、コメは国内で加工（精米）されてから商品として輸出される数少ない農産物

1 パラグアイ中央銀行データ（2014 年） 
2 人口・家庭調査（2002 年）及び農業センサス 2008 から推計 
3 農業センサス 2008
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の一つであり、その生産性向上に寄与する灌漑開発に対する期待は大きい。 
しかしながら、パラグアイでは、水資源法により環境庁が水利権の許可権限を有してい

るが、その執行方法の規定が整備されておらず、資金力のある大土地所有農家が自ら民間
コンサルタントを雇用して灌漑開発を進め、無秩序な水資源利用が行われており、一部地
域で水不足が深刻化している。 
一方で、公的機関による大規模灌漑開発事業が実施された実績はない。 

２）ヤシレタダム湖隣接地域における灌漑サブセクターの現状 
ヤシレタダムは、アルゼンチンとの共同水力発電事業として計画された多目的ダムであ

り、2011 年に貯水位が計画水位に到達したことで、ダム建設が完了し、パラグアイ政府は、
アルゼンチンとの二国間協定の取水権（水利権）に基づく取水が可能となった。 
一方、同地域においては、1985 年に JICA の支援により農業開発計画が作成されている

が、既に約 30 年が経過し、現在の社会経済や農業情勢に即した地域の農業開発マスター
プラン及び、ヤシレタダムからの取水量に応じた灌漑施設整備計画が不在のため、利用可
能な水資源が有効活用されないまま、広大な未利用地及び低利用地が広がっている。 

 
（２）相手国政府国家政策上の位置づけ 

パラグアイ政府は、貧困削減を主要政策として掲げ、「農業戦略枠組み 2014/2018」では、
「農業競争力の強化」や「家族農業及び食料安全保障の強化」などを戦略の軸とし、家族農
業の生産性向上や農村雇用の拡大等に取り組んでいる。特に、農業生産性の向上については、
灌漑等のインフラ整備の促進等が重視されている。 

とりわけ、灌漑稲作開発は農村地域における雇用創出やコメバリューチェーンへの小農の
参加を通じた地域の貧困削減への貢献が期待されることから、現在産官学参加の下で「国家
コメ計画」の策定が進められている。 

 
（３）他国機関の関連事業との整合性  

パラグアイにおける農業・灌漑分野の支援ドナーとして、世界銀行（WB）、米州開発銀行
（IDB）等が挙げられる。両ドナー等の共同融資によりヤシレタダムが建設され、その水資
源は灌漑にも利用可能であり、本事業では当該灌漑用水資源の有効利用に向けた農業開発マ
スタープラン等を策定する。 

また、WB は、小農と先住民コミュニティの社会経済状況を持続可能なものと改善するよう、
農村開発基金の設立・運営、家畜衛生改善等のプロジェクトを実施中（2013 年～2018 年）。
ただし、対象地域は、本事業と異なる。 

さらに、IDB は、農業生産性の改善に向けた基金設立、技術協力プロジェクトを実施して
おり、現在は小農へのマイクロファイナンス、果実・野菜の高付加価値市場へのアクセス改
善を図るプロジェクトを実施中（2014 年～2018 年）。 

上記のとおり、他ドナー機関による灌漑開発を支援する計画はなく、本事業との重複はな
い。これらの支援による成果を活用して、本事業対象地域における効果的な農業生産向上計
画を策定する。 

 
（４）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施上の位置づけ 

我が国は、対パラグアイ国別援助方針（2012 年 4 月）において、「貧困層の生計向上と社
会サービスの充実を通じた格差無き持続的経済・社会開発」を基本方針に掲げ、中心的に支
援する分野として、農村の貧困層の生計向上、水資源に関わるインフラを位置づけている。 
また、対パラグアイ JICA 国別分析ペーパーでは、農業開発/農村開発を重点課題の一つで

あると分析しており、小農を主な対象として農牧生産のみならず、加工・流通・販売も重視
して格差是正に寄与する農村開発に取り組むとしている。 
本事業は、ヤシレタダムの水資源を有効に活用し、小農の生産性の向上や農村地域の雇用

拡大を通じた所得向上に資するものであり、上記の方針、分析に合致する。 
４．協力の枠組み 
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（１）調査項目 
1: ヤシレタダム湖隣接地域総合農業開発マスタープランの作成 
1-1 ①水資源・灌漑排水開発、②土地所有、③農業開発、④農産加工流通、⑤農業金融等

に関連する政策、計画、法令、組織体制に係る情報収集及び課題分析 
1-2 対象地域の①自然条件、②社会経済、③土地所有、④土地利用、⑤農業生産、⑥農産

加工流通、⑦農業金融、⑧灌漑排水・農業インフラ等に関する現地調査の実施 
1-3 現況の水利用状況と灌漑向け利用可能水資源量を分析し、単位用水量のレビューと算

定 
1-4 国・県・市等の関係機関との協議及び、地域住民、農業団体、民間事業者等へのヒア

リングを通じて、灌漑開発・農業開発に係るニーズ・意向の把握 
1-5 総合農業開発マスタープランの策定 

調査対象地域および裨益者に係る開発基本コンセプト 
土地所有・土地利用に係る基本方針 
水資源利用とその管理に係る基本方針 
農業開発及びバリューチェーン構築に関する基本方針（養殖を含む） 
農業生産インフラ及び農産加工流通インフラの開発基本方針 
環境社会配慮（戦略的環境評価（SEA）の実施） 
官民連携の観点からのマスタープラン実施のための組織体制 

   ※費用対効果の算出は含まない。 
 
2: マスタープランを実現するためのアクションプラン（実施計画）の策定 
2-1 マスタープラン全体構想を踏まえた実施目標の決定 
2-2 上記の実施目標を達成するためのプロジェクト・コンポーネントと実施計画（予算、

スケジュール等）を含むアクションプランの作成 
2-3 官民連携の観点から各ステークホルダーの役割・分担事項を検討 
2-4 アクションプラン実施のためのモニタリング体制の検討 

 
3: 灌漑排水施設整備に係る F/S 調査の実施 
3-1 灌漑排水施設整備計画の策定のための補足的フィールド調査の実施 
3-2 ヤシレタ公団が管理する取水工および導水路の機能診断と見直し 
3-3 基幹灌漑水路、2 次灌漑水路の基本設計の実施 
3-4 基幹・支線排水路の基本設計の実施 
3-5 灌漑水路等の管理用道路の基本設計の実施 
3-6 土地利用計画の作成 
3-7 営農計画の作成 
3-8 各種施設の運営・維持管理計画の作成 
3-9 水管理制度・組織及び施設維持管理組織の検討 
3-10 灌漑排水路計画及び管理道路計画の概算事業費の算定 
3-11 経済・財務評価の実施※ 
3-12 環境社会配慮調査の実施（以下を含む） 

戦略的環境評価(SEA)の考え方に基いた環境社会影響も含めた代替案の比較検討 
灌漑排水優先開発に係る環境社会影響項目のスコーピング 
環境影響評価報告書（案）の作成 
簡易住民移転計画(RAP)の作成支援 

3-13 灌漑排水施設整備に向けた行政実施体制、事業推進体制に関する提言 
3-14 水利権制度及び水利費徴収制度の構築に関する提言 

 ※経済・財務評価は、灌漑排水施設の整備により正の費用対効果が算定されることを前提と
し、それが得られない場合は施設整備計画が見直される。 
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4: 関係者の合意形成 
4-1 ステークホルダー分析の実施 
4-2 事業の計画・調整・実施のための官民連携体制の構築 
4-3 マスタープラン全体構想及びアクションプランの策定及び合意形成のためのワーク

ショップ・セミナーの開催 
4-4 灌漑排水施設整備の事業化に向けた政府機関及び関係者からなる推進協議会の設置 
4-5 総合農業開発マスタープラン及び灌漑排水施設整備に係るF/S調査の JCCにおける承

認取得 
 
（２）アウトプット（成果） 
 ① ヤシレタダム湖隣接地域総合開発マスタープランの策定 
 ② アクションプラン（実施計画）の策定 
③ 灌漑排水施設整備に係るフィージビリティ・スタディの実施 
④ 環境影響評価報告書案の作成 

  
（３）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施  
(a)コンサルタント（約 65M/M） 

・総括/地域農業開発 
・農業・営農 
・土地利用計画 
・農産加工・マーケティング/輸出戦略 
・灌漑排水計画 
・水文解析（水収支） 
・道路計画 
・施設設計 
・水管理/組織/制度 
・積算・調達計画 
・経済評価 
・環境社会配慮 
 

  (b)調査用資機材 
・本事業の実施に資機材が必要な場合は、JICA と農牧省の間で協議の上で決定される。 
 

(c)その他 研修員受入れ 
・研修員受入は、想定していない。 

５．協力終了後、提案計画により達成が期待される目標 
（１）提案計画の活用目標 

マスタープランで提案される各種事業施策が実施される。 
（２）活用による達成目標 

対象地域において水資源が有効活用され、対象地域における農業生産性が向上し、当該
地域における雇用機会が創出される。また、小農を含む地域住民の生計が向上する。 

６．外部要因 
（１）協力相手国内の事情  

1) 農業振興、灌漑整備に関する国の方針が変更しない。 
2) 対象地域内の大土地所有者、民間セクター部門及び地域住民の協力が得られること。 
3) 異常気象や大幅な気候変動が発生しない。 
4) コメの国際価格が極端に下がらない。 

７． 貧困・ジェンダー・環境等への配慮 
（１）貧困削減 
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  本事業を通じて、対象地域の農業生産性の向上、加工・流通・販売を含めた農村雇用の創
出が促進され、小農の生計向上に寄与する。 

（２）ジェンダー 
本事業において、農業生産や加工・流通・販売等における男女の役割等を調査し、農業開

発マスタープランにジェンダー配慮を反映する。 
（３）環境社会配慮 
１）カテゴリ分類：Ａ 
２）カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン（2010 年 4
月公布）に掲げる農業セクターに該当し、環境や社会への重大で望ましくない影響のある
可能性が想定されるため。 

３）環境許認可：本調査にて確認する。 
４）汚染対策：本調査にて確認する。 
５）自然環境面：本調査にて確認する。 
６）社会環境面：本調査にて確認する。 
７）その他・モニタリング：本調査にて確認する。 

８．過去の類似案件からの教訓の活用 
（１）テーマ別評価「灌漑排水・管理分野における実践的なナレッジ教訓」 （2014 年）のう

ち灌漑 12「灌漑用水の確保と水資源利用計画」において、水資源利用基本法に則って、水
資源利用に係る調整を行い、できるだけ計画段階で公式文書・計画として合意しておくべ
きとされており、本事業においては、マスタープランに水資源利用とその管理に係る基本
方針を定め、灌漑排水施設整備に係る F/S 調査に水利権制度の構築に関する提言を盛り込
むこととしている。 

（２）ヤシレタダム隣接地域農業総合開発計画実施調査（1985 年） 
同調査の報告書では、農産加工施設を含めたフィージビリティ・スタディの実施、事業

実施のために創設が必要な制度の事前検討、解決に時間を要する問題に対する十分な事前
検討、コメの輸出先を高い精度で検討するための必要資料の蓄積等が勧告としてまとめら
れている。さらに、フィージビリティ・スタディを実施するためには、縮尺 1:10,000、等
高線間隔 1m の地形図が必要であると勧告している。 
本プロジェクト実施にあたってはプロジェクト開始直後から諸制度の情報収集と課題分

析を着手することとするほか、必要資料の情報収集にあたって上記勧告に十分留意するこ
ととする。 

９．今後の評価計画 
（１）事後評価に用いる指標 
（提案計画の活用状況） 
・灌漑排水施設整備計画の事業化に向けた予算手当が検討されている（ドナー機関等への

資金協力要請を含む）。 
・水利権制度・水利費徴収制度の構築に向けた法令の整備・改訂、水利組合等の管理組織

の構築が検討・進められている。 
・環境社会配慮に関する許認可手続きが進んでいる。 

（２）上記（１）を評価する方法および時期  
事業終了 3 年後 事後評価 

 


